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公益財団法人いわき市国際交流協会  

令和 6年度 事業計画 

 

基本方針 

 

Ⅰ 多文化共生社会の推進 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的差異を認め合い、対等な関係を築こうと

しながら、地域社会の構成員として共に生きていくという「多文化共生」に対する市民意

識の向上を図る。 

 

Ⅱ 市内居住外国人に対する生活支援 

大規模災害のような緊急時にも地域住民が共助できる社会を目指し、外国人にとって

暮らしやすい安心・安全な環境づくりを推進する。 

 

Ⅲ 多言語化の推進及び情報発信 

  行政情報や生活情報、本協会の取組み等を市内居住外国人や外国の方へ、広く多言語

による情報発信を行う。 

 

Ⅳ 関係機関等との連携・協力 

関係機関等と連携・協力して、市民の積極的な国際交流の活動や多文化共生意識の醸成

を図る。 

 

 

 

Ⅰ 多文化共生社会の推進                     ８，１７０千円 

 

【事業概要】 

市民の多文化共生意識の醸成を図り、多文化共生に係る地域の担い手を育成する事業 

 

１ 国際理解教育推進事業                    ２，６９２千円 

  市民の多文化共生意識の醸成を図りながら、多文化共生に係る地域の担い手を育成

するため、市内で各種講座等を開催する。 

  

 ⑴ 異文化理解講座 

    市民と外国人がともに外国や日本・いわきの文化等を学び、体験する講座等を通

して相互理解を図る。 

   〇 具体的な内容 外国・日本文化体験、外国語講座、外国・日本料理教室等 

 

  ⑵ 留学生との交流 

    留学生と市民が触れ合う交流の機会を提供し、相互に理解を深める。 
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２ 多文化共生相談事業（いわき市からの委託事業）       ５，４７８千円 

   市内居住外国人の困りごとや悩みごとの相談に応じるため、多文化共生相談員を配

置するほか、市内で生活を送るうえでのルールやマナーなどの説明を行う。 

 

    多文化共生相談員５名が外国人とその関係者の日本人からの各種相談に応じ、そ

の内容に応じて相談専門機関等への橋渡し役を担う。また、外国人同士や市民との

交流の場として、相談員が企画運営する「コミュニティ・かふぇ」を開催する。 

   〇 相談受付日時 平日の午前８時 30分から午後５時 15分まで 

   〇 コミュニティ・かふぇ 生涯学習プラザなどで年２回程度開催 

  

Ⅱ 市内居住外国人に対する生活支援                       １１,７５２千円 

 

【事業概要】 

平常時はもとより、大規模災害のような緊急時にも地域住民が共助できる社会を目指し、

外国人にとって暮らしやすい安心 ・安全な環境づくりを行う事業 

 

１ コミュニケーション支援事業                 ９，１４４千円 

    外国人に日本語を学ぶ機会を提供するとともに、それを支える日本語支援ボランテ

ィアの養成・資質向上等を図る事業 

 

⑴  日本語教室の開催（いわき市からの委託事業） 

    地域での円滑なコミュニケーションが図れるよう日本語教室を開催し、学習機会

を提供する。 

【成人を対象としたクラス】 

   〇 日時場所 年２期 文化センター等 

○  対象   18歳以上の日本語学習を希望する成人 

   〇 内容   定期クラス、２クラス、各８回 

      うち 1クラスはハイフレックス型とし、対面授業のライブ配信を行う。 

     

  【こどもを対象としたクラス】 

○ 日時場所 月 4回 生涯学習プラザ等 

○ 対象      市内の学校に通学する児童生徒を含む 18歳未満の日本語学習を希 

     望する外国にルーツをもつ青少年 

○ 内容    本協会の日本語支援ボランティアの有志で結成している「おひさま 

   日本語教室」が企画、運営にあたる。日常生活および学校生活に必 

要な日本語を教授すると同時にこども同士の交流の機会を創出する。 
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⑵  日本語支援ボランティア養成講座等の開催（いわき市からの委託事業） 

     市内居住外国人の日本語学習を支援するため、ボランティア養成講座やボランテ

ィア間の情報交換等を行うボランティアミーティングを開催する。また、日本語学習

を希望する人に、日本語支援ボランティアの紹介をする。 

    ① 日本語支援ボランティア養成講座 

     〇 対象 日本語学習支援に関心のある方 

     〇 方法 オンラインと対面による講座の組み合わせ 

     〇 内容 日本語の教え方や注意すべき点など 

    ② 日本語支援ボランティアミーティング 

     〇 対象 日本語支援ボランティア 

〇 場所 生涯学習プラザ等 

     〇 内容 ボランティア間のネットワークを活用し、日本語学習支援の研究や情

報交換などを行う。 

   

 ⑶ 外国にルーツをもつ児童生徒への日本語支援（いわき市教育委員会からの委託事業） 

     日本語が苦手な児童生徒の学習をサポートし、学校生活への早期適応を図るとと

もに当該児童生徒の居場所づくりを支援する。 

① 日本語学習サポート 

     〇 対象 市立小中学校の児童生徒 

     〇 内容 日本語支援ボランティアが学校にて日本語学習のサポートを行う。 

    ② 市民主体の日本語学習サポートに対する支援 

     〇 対象 市立小中学校の児童生徒とその保護者及び支援者 

     〇 内容 日本語指導力の向上を図る機会の提供や教材の確保 

 

２ 市民活動支援事業                      １，６８１千円 

    市民主体の積極的な国際交流活動を促進するため、国際交流や多文化共生に関する

事業などを支援する「市国際交流協会ボランティア」への登録とその活用を推進すると

ともに、市民の多文化共生意識の醸成に資する講座の開催や市民活動の支援を行う。 

 

⑴  本協会ボランティアの募集とその活躍の場の提供 

本ボランティア制度を市民に広く周知し、ボランティア登録とその活躍の場の提 

供を図る。 

   〇 内容 ホームステイ・ホームビジット、翻訳・通訳、日本語支援等 

 

⑵  多文化共生意識の醸成（いわき市からの委託事業） 

    防災に関する意識を深める機会を提供し、災害や緊急時に備えて地域全体で多文

化共生意識の醸成を図る。 

〇 対象 全市民 

〇 場所 生涯学習プラザ等 

〇 内容 防災ワークショップとやさしい日本語普及講座などを開催する。 
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⑶ オーダーメイドプラン 

会員の自主的な国際交流や多文化共生に関する活動について、会報誌等を通じて 

周知を図り、その円滑な実施を支援する。 

 

３ 多文化共生に関する特別講座                  ９２７千円 

    外国人に関連した課題や法律、制度などの知識を習得するため、また、外国人や外国

人支援者の心の安定を図るため、それぞれの専門家を講師に招聘し、講座を開催する。 

   〇 対象 主に外国人を雇用する企業など、外国人や外国人とのつながりを有する方 

    

 

Ⅲ 多言語化の推進及び情報発信                  ５，７２５千円 

 

【事業概要】 

本協会の取組みはもとより、市政情報をはじめとした生活情報を多言語化し、市民や市

内外の外国人へ広く情報発信を行う事業 

 

１ 多言語化事業                        ２．９８１千円 

    市公式ホームページの自動翻訳の監修と市内居住外国人が生活を営むうえで必要な

市政情報などの翻訳を行う。 

 

２ 情報発信事業                        ２，７４４千円 

    タイムリーな本協会の取組みや生活情報を多言語化し、様々な媒体を通じて広く情

報発信を行う。 

   

⑴ 会報紙「ワールド・アイ」（毎月１日発行） 

〇 仕様 Ａ４版４頁、1,000部、ルビ、多言語訳付 

〇 内容 本協会の事業の案内及び報告、多文化共生に関する情報など 

〇 配布 賛助会員、公的機関、小・中・高等学校、幼稚園、保育所（園）など 

 

⑵ ソーシャルメディア（Facebook、Twitter、Instagram により随時） 

⑶ 本協会公式ホームページ （随時） 

  

Ⅳ 関係機関等との連携・協力                   １,１３３千円 

 

【事業概要】 

関係機関等との連携や協力を強化しながら、市民の積極的な国際交流活動や多文化共生

意識の醸成を図るための事業 

１ 関係機関との連携事業                    １，００４千円 

    市等の行政機関をはじめ、市内外の各種国際交流団体等と連携した国際交流や多文

化共生に関する事業を展開する。 

２ 国際協力活動への協力事業                   １２９千円 

    身近な国際協力活動の推進を図るため、市民等から古切手、使用済プリペイドカード、

書き損じのはがき等を収集し、国際協力関係団体を通して国際協力活動の支援を行う。 
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公益法人会計
予算額 前年度予算額 増減 摘要

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1 経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益 [         0] [         0] [         0]

基本財産受取利息 0 0 0
特定資産運用益 [         1,000] [         3,000] [          △ 2,000]

特定財産受取利息 1,000 3,000 △ 2,000
受取入会金 [         219,500] [         219,500] [         0]

受取入会金 219,500 219,500 0
受取会費 [         544,500] [         544,500] [         0]

賛助会員受取会費収入 544,500 544,500 0
事業収益 [       21,401,000] [       20,014,000] [         1,387,000]

日本語普及事業受託収益 2,177,000 2,177,000 0
多文化共生相談員設置事業収益 15,393,000 13,721,000 1,672,000
日本語学習サポート事業収益 2,923,000 3,208,000 △ 285,000
多文化共生意識醸成支援事業収益 758,000 758,000 0
受取手数料 150,000 150,000 0

受取補助金等 [       2,923,000] [       2,923,000] [         0]
受取地方公共団体補助金 2,923,000 2,923,000 0

受取負担金 [       555,000] [       700,000] [       △ 145,000]
受取負担金 555,000 700,000 △ 145,000

受取寄付金 [       1,000] [       1,000] [       0]
受取寄付金 1,000 1,000 0

雑収益 [       71,000] [       61,000] [       10,000]
受取利息 1,000 1,000 0
雑収益 70,000 60,000 10,000

経常収益計 25,716,000 24,466,000 1,250,000

(2) 経常費用
事業費 [       26,779,000] [       26,855,000] △ 76,000

給料手当 3,492,000 3,444,000 48,000
臨時雇賃金 10,728,000 10,879,000 △ 151,000
法定内福利厚生費 2,699,000 2,377,000 322,000
法定外福利厚生費 189,000 193,000 △ 4,000
賞与引当金繰入額 1,332,000 898,000 434,000
旅費交通費 1,218,000 1,201,000 17,000
通信運搬費 622,000 591,000 31,000
消耗品費 684,000 1,444,000 △ 760,000
印刷製本費 30,000 397,000 △ 367,000
光熱水費 80,000 144,000 △ 64,000
賃借料 576,000 542,000 34,000
保険料 93,000 84,000 9,000
諸謝金 3,334,000 2,668,000 666,000
租税公課 827,000 789,000 38,000
支払負担金 10,000 10,000 0
委託費 695,000 995,000 △ 300,000
支払手数料 110,000 138,000 △ 28,000
雑費 60,000 61,000 △ 1,000

経常費用計 26,779,000 26,855,000 △ 76,000
当期経常増減額 △ 1,063,000 △ 2,389,000 1,326,000

正味財産増減予算書
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

単位：円
科目
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2 経常外増減の部
(1) 経常外収益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 1,063,000 △ 2,389,000 1,326,000
一般正味財産期首残高 15,132,000 17,762,000 △ 2,630,000
一般正味財産期末残高 14,069,000 15,373,000 △ 1,304,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部
基本財産運用益 [       0] [       0] [       0]

基本財産受取利息 0 0 0
特定資産運用益 [       0] [       0] [       0]

特定資産受取利息 0 0 0
一般正味財産への振替額 [       0] [       0] [       0]

一般正味財産への振替額 0 0 0
国際交流推進資産振替額 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 80,000,000 80,000,000 0
指定正味財産期末残高 80,000,000 80,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 94,069,000 95,373,000 △ 1,304,000
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法人会計
予算額 前年度予算額 増減 摘要

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1 経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益 [         530,000] [         429,000] [         101,000]

基本財産受取利息 530,000 429,000 101,000
受取入会金 [         219,500] [         219,500] [         0]

受取入会金 219,500 219,500 0
受取会費 [         544,500] [         544,500] [         0]

賛助会員受取会費収入 544,500 544,500 0
受取補助金等 [       731,000] [       731,000] [       0]

受取地方公共団体補助金 731,000 731,000 0
経常収益計 2,025,000 1,924,000 101,000

(2) 経常費用
管理費 [       1,492,000] [       1,486,000] [       6,000]

給料手当 873,000 861,000 12,000
法定内福利厚生費 190,000 188,000 2,000
法定外福利厚生費 11,000 16,000 △ 5,000
賞与引当金繰入額 74,000 72,000 2,000
会議費 11,000 11,000 0
旅費交通費 35,000 40,000 △ 5,000
通信運搬費 28,000 28,000 0
消耗品費 37,000 37,000 0
光熱水費 42,000 42,000 0
賃借料 32,000 32,000 0
委託費 137,000 137,000 0
支払手数料 20,000 20,000 0
雑費 2,000 2,000 0

経常費用計 1,492,000 1,486,000 6,000
当期経常増減額 533,000 438,000 95,000

2 経常外増減の部
(1) 経常外収益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 533,000 438,000 95,000
一般正味財産期首残高 △ 1,712,000 △ 2,150,000 438,000
一般正味財産期末残高 △ 1,179,000 △ 1,712,000 533,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部
一般正味財産への振替額 [       0] [       0] [       0]

一般正味財産への振替額 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 1,179,000 △ 1,712,000 533,000

単位：円
科目
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法人全体
公益事業会計 法人会計 合計 摘要

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1 経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益 [      0] [      530,000] [      530,000]

基本財産受取利息 0 530,000 530,000
特定資産運用益 [      1,000] [      0] [      1,000]

特定財産受取利息 1,000 0 1,000
受取入会金 [      219,500] [      219,500] [      439,000]

受取入会金 219,500 219,500 439,000
受取会費 [      544,500] [      544,500] [      1,089,000]

賛助会員受取会費収入 544,500 544,500 1,089,000
事業収益 [      21,401,000] [      0] [      21,401,000]

日本語普及事業受託収益 2,177,000 0 2,177,000
15,393,000 0 15,393,000
2,923,000 0 2,923,000

758,000 0 758,000
150,000 0 150,000

受取補助金等 [      2,923,000] [      731,000] [      3,654,000]
受取地方公共団体補助金 2,923,000 731,000 3,654,000

受取負担金 [      555,000] [      0] [      555,000]
受取負担金 555,000 0 555,000

受取寄付金 [      1,000] [      0] [      1,000]
受取寄付金 1,000 0 1,000

雑収益 [      71,000] [      0] [      71,000]
受取利息 1,000 0 1,000
雑収益 70,000 0 70,000

経常収益計 25,716,000 2,025,000 27,741,000
(2) 経常費用
① 事業費 [      26,779,000] [      0] [      26,779,000]

給料手当 3,492,000 0 3,492,000
臨時雇賃金 10,728,000 0 10,728,000
法定内福利厚生費 2,699,000 0 2,699,000
法定外福利厚生費 189,000 0 189,000
賞与引当金繰入額 1,332,000 0 1,332,000
旅費交通費 1,218,000 0 1,218,000
通信運搬費 622,000 0 622,000
消耗品費 684,000 0 684,000
印刷製本費 30,000 0 30,000
光熱水費 80,000 0 80,000
賃借料 576,000 0 576,000
保険料 93,000 0 93,000
諸謝金 3,334,000 0 3,334,000
租税公課 827,000 0 827,000
支払負担金 10,000 0 10,000
委託費 695,000 0 695,000
支払手数料 110,000 0 110,000
雑費 60,000 0 60,000

② 管理費 [      0] [      1,492,000] [      1,492,000]
給料手当 0 873,000 873,000
法定内福利厚生費 0 190,000 190,000
法定外福利厚生費 0 11,000 11,000
賞与引当金繰入額 0 74,000 74,000
会議費 0 11,000 11,000
旅費交通費 0 35,000 35,000
通信運搬費 0 28,000 28,000
消耗品費 0 37,000 37,000
光熱水費 0 42,000 42,000
賃借料 0 32,000 32,000
委託費 0 137,000 137,000
支払手数料 0 20,000 20,000
雑費 0 2,000 2,000

経常費用計 26,779,000 1,492,000 28,271,000
当期経常増減額 △ 1,063,000 533,000 △ 530,000

正味財産増減予算書（内訳書） 

受取手数料

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで
単位：円

科目

多文化共生相談員設置事業収益
日本語学習サポート事業収益
多文化共生意識醸成支援事業収益
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2 経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 1,063,000 533,000 △ 530,000
一般正味財産期首残高 15,132,000 △ 1,712,000 13,420,000
一般正味財産期末残高 14,069,000 △ 1,179,000 12,890,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部
基本財産運用益 [      0] [      0] [      0]

基本財産受取利息 0 0 0
特定資産運用益 [      0] [      0] [      0]

特定資産受取利息 0 0 0
一般正味財産への振替額 [      0] [      0] [      0]

一般正味財産への振替額 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 80,000,000 0 80,000,000
指定正味財産期末残高 80,000,000 0 80,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 94,069,000 △ 1,179,000 92,890,000
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資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

（第 12期: 令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日まで） 

 

 

 

（1）資金調達の見込みについて 

 

  第 12期（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）中に資金調達の予定はありません。 

 

（2）設備投資の見込みについて 

 

  第 12期（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）中に設備投資の予定はありません。 
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